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６月１日から全国安全週間・準備期間がスタート 
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平成 27年度全国安全週間（主唱者：厚生労働省、中央労働災害防止協会）は、７月 

１日から７月７日までの本週間、平成 27年６月１日から６月 30日までの準備期間が 
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をスローガンとして、全国で展開されます。（資料番号１、４参照） 
平成 27年４月末日現在、県内では１人＊の方の尊い生命が労働災害により失われ（前

年同期５人）、労働災害による休業４日以上の死傷者数も 227人＊と前年同期に比べて  

１人増えており、このような憂慮すべき状態に対応すべく、高知労働局（局長 伊津野  

信之）では、全国安全週間を契機に、労働災害防止の重要性について改めて認識を深

めていただき、安全活動の着実な実施を図っていただくよう、呼びかけます。（資料番号２

参照） 
 
＊ 平成２７年の労働災害の減少目標（高知労働局） 

① 死亡者数を９人以下、② 休業４日以上の死傷者数を 882人以下とする。 

 

１ 全国安全週間は、「人命尊重」という崇高な基本理念の下、「産業界での自主的な労働災

害防止活動を推進し、広く一般の安全意識の高揚と安全活動の定着を図ること」を目的に、昭

和３年に実施されて以来、一度も中断することなく続けられ、今年で88回目を迎えます。 

 

２ 期間中、高知労働局及び管内の４労働基準監督署においても、全国安全週間を契機に高

知県内全ての事業場等の関係者が労働災害防止の重要性を再度認識し、安全活動を着実に

推進することを目指して、県内の労働災害防止団体等との連携を図り、次の各種行事等を実

施することとしています。 

 

３ 全国安全週間（準備期間を含む）での主な行事等 

（1） 全国安全週間説明会の実施          （資料番号 ３参照） 

（2） 労働局長による安全パトロールの実施    （資料番号 ３参照） 

（3） 関係団体との連携による安全大会の実施  （資料番号 ３参照） 

平成27年５月28日 

【照会先】 

高知労働局 労働基準部健康安全課 

課      長  掛水 敏光 

安全専門官  門脇 功一 

（直通電話）  ０８８－８８５－６０２３ 

Press Release 厚生労働省 
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添付資料 

１ 平成27年度全国安全週間実施要綱            （資料番号 １）   

２ 平成26年、平成27年（１月～４月）労働災害発生状況  （資料番号 ２） 

３ 全国安全週間説明会等                 （資料番号 ３） 

４ 第88回全国安全週間（リーフレット）           （資料番号 ４） 
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平成27年度全国安全週間実施要綱 

 

１ 趣 旨 

 全国安全週間は、昭和３年に初めて実施されて以来、「人命尊重」という崇高な基本

理念の下、「産業界での自主的な労働災害防止活動を推進し、広く一般の安全意識の高

揚と安全活動の定着を図ること」を目的に、一度も中断することなく続けられ、今年

で88回目を迎える。 

この間、労働災害を防止するため、事業場では、労使が協調して、労働災害防止対

策が展開されてきた。この努力により、労働災害は長期的には減少しているが、平成

26年上半期は労働災害が大幅に増加し、８月に緊急対策を講じたものの、平成26年の

労働災害は前年を上回る結果となった。 

この増加の背景には、消費税増税前の駆け込み需要や大雪の影響のほか、産業活動

が活発化する中で人手不足が顕在化し、職場に潜む危険要因を察知できるだけの経験

が無い未熟練労働者が増えていることや、企業の安全管理体制のほころびが想定され

る。また、重篤な災害が少ない第三次産業においては、安全に対する意識が十分とは

言い難い状況も考えられる。 

これらの状況を踏まえ、平成27年度の全国安全週間のスローガンについては、安心

して働くことができる職場づくりを目指すに当たり、職場をあげて危険個所を発見し、

速やかに労働災害防止対策を講じることを通じて事業場の安全意識を醸成することが

重要であるという観点から、以下のとおりとする。 

 

危険見つけてみんなで改善 意識高めて安全職場 

 

全国安全週間を契機として、それぞれの職場で、労働災害防止の重要性を認識し、

安全活動の着実な実行を図る。 

 

２ 期 間 

平成27年７月１日から７月７日までとする。 

なお、全国安全週間の実効を上げるため、平成 27年６月１日から６月 30日までを

準備期間とする。 

 

３ 主唱者 

厚生労働省、中央労働災害防止協会 

 

４ 協賛者 

建設業労働災害防止協会、陸上貨物運送事業労働災害防止協会、港湾貨物運送事業

労働災害防止協会、林業・木材製造業労働災害防止協会 

 

５ 協力者 

関係行政機関、地方公共団体、安全関係団体、労働組合、経営者団体 

 

６ 実施者 

各事業場 

 

資料番号 １ 
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７ 主唱者、協賛者の実施事項 

全国安全週間及び準備期間中に次の事項を実施する。 

（１）安全広報資料等の作成、配布を行う。 

（２）様々な広報媒体を通じて広報を行う。 

（３）安全パトロール等を実施する。 

（４）安全講習会等を開催する。 

（５）安全に関する標語等の募集を行う。 

（６）安全衛生に係る表彰を行う。 

（７）「国民安全の日」（７月１日）の行事に協力する。 

（８）事業場の実施事項について指導援助する。 

（９）その他「全国安全週間」にふさわしい行事等を行う。 

 

８ 協力者への依頼 

主唱者は、上記７の事項を実施するため、協力者に対し、支援、協力を依頼する。 

 

９ 実施者の実施事項 

安全文化を醸成するため、各事業場では、次の事項を実施する。 

 

（１）全国安全週間及び準備期間中に実施する事項 

① 共通事項 

 ア 安全大会等での経営トップによる安全への所信表明を通じた関係者の意志の

統一及び安全意識の高揚 

 イ 安全パトロールによる職場の総点検の実施 

② 特別重点事項 

 ア 転倒災害防止対策の取組（定着）状況の確認 

イ 足場等に係る改正労働安全衛生規則への対応状況の確認 

③ その他 

 ア 安全旗の掲揚、標語の掲示、講演会等の開催、安全関係資料の配布等のほか 

ホームページ等を通じた自社の安全活動等の社会への発信 

イ 労働者の家族への職場の安全に関する文書の送付、職場見学等の実施による家

族の協力の呼びかけ 

ウ 緊急時の措置に係る必要な訓練の実施 

エ 「安全の日」の設定のほか全国安全週間及び準備期間にふさわしい行事の実施 

 

（２）継続的に実施する事項 

① 共通事項 

ア 安全衛生管理体制の確立と自主的な安全衛生活動の促進 

（ア）安全衛生管理体制の確立 

  a 経営トップによる統括管理、安全管理者等の選任 

b 安全衛生委員会の設置及び労働者の参画を通じた活動の活性化 

c 年間を通じた安全衛生計画の策定及び安全衛生規程の整備 

（イ）職業生活における安全衛生教育計画の樹立と効果的な安全衛生教育の実施等 

a 経営トップから第一線の現場労働者までの階層別の安全衛生教育の実施 

b 就業制限業務、作業主任者を選任すべき業務での有資格者の充足 

c 災害事例、安全作業マニュアルを活用した教育内容の充実 
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（ウ）自主的な安全衛生活動の促進 

a 発生した労働災害の分析及び再発防止対策の徹底 

b 職場巡視、４Ｓ活動（整理、整頓、清掃、清潔）、ＫＹ（危険予知）活動、

ヒヤリ・ハット等の日常的な安全活動の充実・活性化 

c リスクアセスメントの普及促進及びその結果を踏まえた機械設備の安全化、

作業方法、作業環境等の改善 

d 女性労働者や高年齢労働者が活躍するための職場改善の推進 

（エ）その他の取組 

a 安全に係る知識や労働災害防止のノウハウの着実な継承 

b  外部の専門機関、労働安全コンサルタントを活用した安全衛生水準の充実 

 

イ 業種横断的な労働災害防止対策 

（ア）ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクト2015 

a ４Ｓの徹底による安全な作業通路の確保 

b  転倒しにくい安全な歩き方、作業方法の推進 

c  作業内容に適した防滑靴等の着用の促進 

（イ）交通労働災害防止対策 

a  適正な走行計画の策定による運転者への負担の軽減 

b  交通危険マップ等による危険情報の共有 

c  点呼時の交通ＫＹ活動による安全意識の高揚 

（ウ）熱中症予防対策 

a  ＷＢＧＴ値（暑さ指数）による適正な作業環境管理、作業管理の実施 

b  計画的な暑熱への順化期間（暑熱に慣れ、その環境に適応する期間）の設定 

c  自覚症状の有無にかかわらない水分・塩分の積極的摂取 

d  熱中症の発症に影響を与えるおそれのある疾患（糖尿病等）を踏まえた健康

管理 

（エ）腰痛予防対策 

a  腰部への負担の少ない作業方法の選択及び見直し、介助法の普及 

b  腰痛予防に関する労働衛生教育（介護作業等の雇入れ時教育を含む。）の実

施、腰痛予防体操の励行 

（オ）酸素欠乏症等の防止対策 

a  酸素欠乏危険場所における酸素及び硫化水素濃度の作業前測定の徹底 

b  換気の実施、空気呼吸器等の使用等の徹底 

（カ）化学物質による労働災害防止対策 

 a  化学物質の譲渡提供時のラベル表示、安全データシート（ＳＤＳ）の交付等

による化学物質の危険性・有害性の通知の徹底及び事業者による事業場内で

取り扱う容器等へのラベル表示の実施 

b  ＳＤＳ等により把握した危険有害性情報に基づく、化学物質の危険性又は有

害性等の調査（リスクアセスメント）及びその結果に基づく措置の推進 

 

② 業種の特性に応じた労働災害防止対策 

ア 製造業における労働災害防止対策 

（ア）機械・設備等の修理、点検、トラブル処理等の非定常作業に係る安全作業マ

ニュアルの整備 

（イ）請負企業の労働者、派遣労働者、外国人労働者等に配慮した安全衛生管理、
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派遣元・派遣先における安全衛生教育の実施及び責任者間の連絡調整の徹底 

（ウ）未熟練労働者の経験不足を補完するため、災害事例や視聴覚教材を活用した

未熟練労働者に対する安全衛生教育の内容の充実・強化 
 

イ 建設業における労働災害防止対策 

（ア）一般的事項 

a  元方事業者による統括安全衛生管理と関係請負人に対する指導の徹底 

b  足場に係る改正労働安全衛生規則を踏まえた墜落・転落防止対策の徹底 

c  クレーン、移動式クレーン、解体用機械等の車両系建設機械の検査・点検整

備及び安全な作業方法の徹底 

d  事業所と現場の車両移動時の運転者の疲労軽減への配慮 

（イ）東日本大震災に伴う復旧・復興工事の労働災害防止対策 

a  輻輳工事における適正な施工計画、作業計画の作成及びこれらに基づく工事

の安全な実施 

b  解体用機械等の車両系建設機械との接触防止、高所からの墜落・転落災害防

止対策等の徹底 

c  一定の工事エリア内で複数の工事が近接・密集して実施される場合、発注者

及び近接工事の元方事業者による工事エリア別協議組織の設置 

d  職長、新規入職者等に対する安全衛生教育の確実な実施及び作業内容に応じ

た保護具の使用 

 

エ 陸上貨物運送事業における労働災害防止対策の推進 

（ア）荷役作業中の荷台等からの墜落・転落防止対策の徹底 

（イ）荷主との合同による荷役作業現場の安全点検及び改善の実施 

（ウ）適正な労働時間等の管理及び走行管理の実施 

 

オ 第三次産業における労働災害防止対策 

（ア）安全推進者等、事業場における安全活動の推進役の選任及び安全パトロール

等の実施 

 

カ 林業の労働災害防止対策 

（ア）車両系木材伐出機械等の検査・点検整備及び安全な作業方法の徹底 

（イ）間伐作業での安全対策の徹底 

（ウ）安全な手順に基づく「かかり木」処理の徹底 

 

キ 石油コンビナート等における爆発・火災災害防止対策 

（ア）化学設備の定期自主検査の計画的な実施、化学設備の改造・修理等の作業の

注文者による文書等の交付等、工事発注者と施工工事業者との連携等の実施 

（イ）特に改造・修理等の非定常作業におけるリスクアセスメント等の徹底、特殊

化学設備に対する過去のリスクアセスメント等の確認及び必要に応じてのリス

クアセスメント等の見直し 



(1) 227 (5) 226 1 0.4%

 13 3 10 333.3%

 2 0 2

6 8 -2 -25.0%

 2 4 -2 -50.0%

 4 3 1 33.3%

 4 6 -2 -33.3%

 6 4 2 50.0%

 2 0 2

 4 5 -1 -20.0%

造船業  4 4 0 0.0%

 7 11 -4 -36.4%

50 44 6 13.6%

 0 0 0

(1) 21 (1) 19 2 10.5%

13 13 0 0.0%

鉄骨・鉄筋コンクリート造家屋建築工事業 0 3 -3

木造家屋建築工事業  9 6 3 50.0%

上記以外の建築工事業  4 4 0 0.0%

 5 5 0 0.0%

(1) 39 (1) 37 2 5.4%

26 (1) 16 10 62.5%

 22 12 10 83.3%

16 (2) 26 -10 -38.5%

 9 10 -1 -10.0%

25 (2) 36 -11 -30.6%

 1 4 -3 -75.0%

23 (1) 24 -1 -4.2%

小売業 18 (1) 18 0 0.0%

 2 4 -2 -50.0%

 17 19 -2 -10.5%

社会福祉施設 7 7 0 0.0%

 16 16 0 0.0%

飲食店 7 7 0 0.0%

 9 12 -3 -25.0%

ビルメンテナンス業  4 5 -1 -20.0%

 15 14 1 7.1%

82 (1) 89 -7 -7.9%

 4 0 4

（注）　

　そ　の　他

（１）死傷者数は労働者死傷病報告による数で死亡者を含む。　　（２）（　）内の数字は死亡者数で速報による。　　（３）「上記以外の製
造業」には、印刷・製本業、化学工業、電気・ガス・水道業、その他の製造業を計上　　（４）「上記以外の事業」には、映画・演劇業、通
信業、教育・研究業、官公署、派遣業、警備業、情報処理サービス業、その他を計上　　（５）「その他｣には、農業、畜産業を計上

　水　産　業

第
三
次
産
業

商業

金融広告業

保健衛生業

接客娯楽業

清掃業・と畜業

上記以外の事業

　小　計

　運　輸　業

陸上貨物運送事業

林
業

木材伐出業

その他の林業

小計

輸送用機械器具製造業

上記以外の製造業

　小　計

　鉱　　　業

建
　
設
　
業

土木工事業

建築工事業

その他の建設業

　小　計

　全　産　業　合　計

製
　
造
　
業

食料品製造業

繊維工業、衣服その他の繊維製品製造業

木材・木製品製造業、家具・装備品製造業

パルプ、紙、紙製品製造業

窯業土石製造業

鉄鋼業、非鉄金属製造業、金属製品製造業

一般機械器具製造業

電気機械器具製造業

平成27年における労働災害発生状況(死亡災害及び休業４日以上の死傷災害）

業　　　　種
27年 26年

増減数（人） 増減率（％）
死傷者数（人） 死傷者数（人）

（１月～４月、平成２７年４月末速報値）　　　高知労働局

kakemizuts
フリーテキスト
 資料番号２



（確定）　　　高知労働局

(11) 983 (12) 922 61 6.6%

 34 42 -8 -19.0%

 5 3 2 66.7%

(1) 21 (1) 23 -2 -8.7%

 15 10 5 50.0%

 7 (1) 11 -4 -36.4%

 37 25 12 48.0%

 18 18 0 0.0%

 1 0 1

 18 9 9 100.0%

造船業  17 7 10 142.9%

 29 22 7 31.8%

(1) 185 (2) 163 22 13.5%

 1 0 1

(2) 73 (4) 82 -9 -11.0%

(2) 61 (1) 72 -11 -15.3%

鉄骨・鉄筋コンクリート造家屋建築工事業 (2) 16 14 2 14.3%

木造家屋建築工事業  22 26 -4 -15.4%

上記以外の建築工事業  23 (1) 32 -9 -28.1%

 21 23 -2 -8.7%

(4) 155 (5) 177 -22 -12.4%

(1) 87 (2) 89 -2 -2.2%

 77 (2) 81 -4 -4.9%

(4) 64 (1) 54 10 18.5%

 29 24 5 20.8%

(4) 93 (1) 78 15 19.2%

 14 (1) 28 -14 -50.0%

(1) 121 104 17 16.3%

小売業 104 70 34 48.6%

 16 6 10 166.7%

 107 (1) 94 13 13.8%

社会福祉施設 59 47 12 25.5%

 69 66 3 4.5%

飲食店 32 32 0 0.0%

 46 29 17 58.6%

ビルメンテナンス業  16 8 8 100.0%

 75 76 -1 -1.3%

(1) 434 (1) 375 59 15.7%

 14 12 2 16.7%

陸上貨物運送事業

（１）死傷者数は労働者死傷病報告による数で死亡者を含む。　　（２）（　）内の数字は死亡者数で速報による。　　（３）「上記以外の製
造業」には、印刷・製本業、化学工業、電気・ガス・水道業、その他の製造業を計上　　（４）「上記以外の事業」には、映画・演劇業、通
信業、教育・研究業、官公署、派遣業、警備業、情報処理サービス業、その他を計上　　（５）「その他｣には、農業、畜産業を計上

小計

（注）　

　そ　の　他

　小　計

林
業

木材伐出業

その他の林業

　水　産　業

第
三
次
産
業
清掃業・と畜業

上記以外の事業

　小　計

業　　　　種
死傷者数（人） 死傷者数（人）

増減数（人） 増減率（％）

輸送用機械器具製造業

  運　輸　業

商業

金融広告業

保健衛生業

接客娯楽業

建
　
設
　
業

土木工事業

建築工事業

その他の建設業

平成26年における労働災害発生状況(死亡災害及び休業４日以上の死傷災害）

繊維工業、衣服その他の繊維製品製造業

木材・木製品製造業、家具・装備品製造業

パルプ、紙、紙製品製造業

窯業土石製造業

鉄鋼業、非鉄金属製造業、金属製品製造業

　鉱　　　業

　全　産　業　合　計

26年 25年

一般機械器具製造業

上記以外の製造業

　小　計

製
　
造
　
業

食料品製造業

電気機械器具製造業
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 １ 全国安全週間説明会の実施 
 
  高知県内の各労働基準監督署において、事業場を対象に各地区労働基準協会と合同で全国安全 
週間説明会を次のとおり開催することとしていますので、是非ご来場ください。(無料です。) 

 
説 明 会 日 程 

 
高知労働基準監督署・高知労働基準協会  

日 程 時 間 場 所 

平成27年6月  9日（火） 13時30分〜 本山町プラチナセンター 

平成27年6月10日（水） 13時30分〜 いの町枝川コミュニティセンター 

平成27年6月11日（木） 13時30分〜 高新文化ホール（東館） 

平成27年6月12⽇（⾦） 13時30分〜 南国市保健福祉センター 

 

須崎労働基準監督署・須崎労働基準協会  
日 程 時 間 場 所 

平成27年6月 3日（水） 13時30分〜 窪川四万十会館 

平成27年6月 4日（木） 13時30分〜 越知町⺠会館 

平成27年6月 5⽇（⾦） 13時30分〜 須崎市⽴市⺠⽂化会館 

 

四万十労働基準監督署・四万十労働基準協会  
日 程 時 間 場 所 

平成27年6月  8日（月） 13時30分〜 土佐清水商工会議所 

平成27年6月  9日（火） 13時30分〜 宿毛市総合社会福祉センター 

平成27年6月11日（木） 13時30分〜 中村地区建設協同組合会館 

 

安芸労働基準監督署・安芸労働基準協会  
日 程 時 間 場       所 

平成27年6月 1日（月） 13時30分〜 室⼾市保健福祉センター 

平成27年6月 2日（火） 13時30分〜 田野町ふれあいセンター 

平成27年6月 3日（水） 13時30分〜 安芸市⺠会館 

平成27年6月 4日（木） 13時30分〜 野市町ふれあいセンター 

 

 

資料番号 ３ 
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２ 全国安全週間 ⾼知労働局⻑建設現場パトロールの実施 

 

 ◆ 日時   平成27年７月２日（木）  10時00分開始（予定） 

◆ 現場   清水・轟・入交特定建設工事共同企業体 

（工事名）⾼知県新資料館（仮称）建築主体⼯事 

（所在地）高知市大手筋２丁目７－４ 

※（現場事務所）高知市大手筋２丁目７－８ レジデンス大手前 A202 

※ 取材をお待ちしております。事前の申込みは不要です。 
 
 
 
３ 全国安全週間に⾏われる安全大会 
 

第51回 高知県建設業労働災害防止大会 【主催者 建設業労働災害防止協会高知県支部】 

◆ 日時・場所 平成27年７月１日（水）  13時30分〜  高知県⽴県⺠文化ホール 

◆ プログラム 平成27年度 安全優良現場・個人表彰 

              特別講演他 

第51回 全国安全週間安芸地区大会  【主催者 安芸労働基準協会】 

◆ 日時・場所 平成27年７月３日（⾦） 13時30分〜  田野町ふれあいセンター 

◆ プログラム 優良事業場及び優良従業員の表彰 

特別講演他 

第38回 須崎地区安全衛生大会  【主催者 須崎労働基準協会】 

◆ 日時・場所 平成27年７月６日（月） 12時50分〜  須崎市⽴市⺠⽂化会館 

◆ プログラム 優良事業場及び優良従業員の表彰 

特別講演他 

※ 全国安全週間の具体的な取組み等についてのお問い合わせは、 
高知労働局労働基準部健康安全課(℡088-885-6023)までお願いいたします。 



期         間  ：平成 27 年７月１日 ( 水 ) ～７日 ( 火 ）

【準備期間  ：平成 27 年６月１日 ( 月 ) ～ 30 日 ( 火 )】

危険見つけてみんなで改善 
意識高めて安全職場

※裏面の「平成 27 年度全国安全週間実施要綱について」もご覧ください。

き け ん み

い し き た か

か い ぜ ん

あ ん ぜ ん し ょ く ば

第 回 全国安全週間

主唱　厚生労働省 、中央労働災害防止協会

協賛　建設業労働災害防止協会、陸上貨物運送事業労働災害防止協会

　　　港湾貨物運送事業労働災害防止協会、林業・木材製造業労働災害防止協会

　全国安全週間は、昭和３年に初めて実施されて以来、「人命尊重」という崇高な基
本理念の下、「産業界での自主的な労働災害防止活動を推進し、広く一般の安全意
識の高揚と安全活動の定着を図ること」を目的に、一度も中断することなく続けら
れ、今年で８８回目を迎えます。
　労働災害のない、安心して働ける職場は、働く誰もが求めるものです。それぞれの
事業場において、労使が協調して行われているいろいろな取組の積み重ねにより、
労働災害が長期的に減少していることはご存じのとおりです。
　しかしながら、平成２２年以降の５年間のうち４年間は、労働災害の発生件数が前
年を上回っており、特に平成２６年につきましては、上半期に前年同期を大幅に上回
る緊急事態となりました。このため、８月に「労働災害のない職場づくりに向けた緊
急対策」を実施し、上半期の増加分を挽回しきれなかったものの、下半期の実績は
前年同期を下回りました。
　平成２７年につきましては、緊急対策による労働災害の減少傾向を継続し、労働
災害の発生件数を何としても前年を大幅に下回ることを目標にしています。厚生労
働省におきましても、これまでの重点業種ごとの対策に加え、業種横断的な対策と
して、１月には「ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクト２０１５」を開始し、５月には交通労働
災害防止対策を展開しています。
　皆様の職場におきましても、「危険見つけてみんなで改善 意識高めて安全職場」
のスローガンのもと、職場の全員参加で危険箇所を見つけ出し、必要な対策を講じ
ますとともに、職場で働く一人ひとりの安全意識を高めて、安心して働ける職場づ
くりを達成いただくようお願いします。

（スローガン）（スローガン）
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平成27年度全国安全週間実施要綱について

厚 生 労 働 省　　http://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/anzen.html

中央労働災害防止協会　　http://www.jisha.or.jp/campaign/anzen/index.html

あんぜんプロジェクト　　http://anzeninfo.mhlw.go.jp/anzenproject/

職場のあんぜんサイト　　http://anzeninfo.mhlw.go.jp/

詳しくは、最寄りの都道府県労働局または労働基準監督署にご相談ください。

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

職場の安全、安全週間に関する情報はこちらでも発信しています！

①全般的事項

　・安全衛生管理体制の確立
　・職業生活における安全衛生教育計画の樹立と効果的な安全衛生教育の実施等
　・自主的な安全衛生活動の促進
　・ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクト２０１５
　・交通労働災害防止対策 など

②業種の特性に対応した対策・特定の災害に対する対策の推進

（１）製造業における労働災害防止対策
　・機械・設備等の修理、点検、トラブル処理等の非定常作業に係る安全作業マニュアルの整備
　・災害事例や視聴覚教材を活用した未熟練労働者に対する安全衛生教育の内容の充実・強化
　   など
（２）建設業における労働災害防止対策
　＜一般的事項＞
　・元方事業者による統括安全衛生管理と関係請負人に対する指導の徹底
   ・足場に係る改正労働安全衛生規則を踏まえた墜落・転落防止対策の徹底
   ・事業所と現場の車両移動時の運転者の疲労軽減への配慮 など
　＜東日本大震災に伴う復旧・復興工事の労働災害防止対策＞
   ・輻輳工事における適正な施工計画、作業計画の作成及びこれらに基づく工事の安全な実施
   ・解体用機械等の車両系建設機械との接触防止、高所からの墜落・転落災害防止対策等の徹底
    ・職長、新規入職者等に対する安全衛生教育の確実な実施及び作業内容に応じた保護具の使用
　　 など

・荷役作業中の荷台等からの墜落・転落防止対策の徹底
・荷主との合同による荷役作業現場の安全点検及び改善の実施 など

・安全推進者等、事業場における安全活動の推進役の選任及び安全パトロール等の実施

・車両系木材伐出機械等の検査・点検整備及び安全な作業方法の徹底
・間伐作業での安全対策の徹底 など

・化学設備の定期自主検査の計画的な実施、化学設備の改造・修理等の作業の注文者による文
　書等の交付等、工事発注者と施工工事業者との連携等の実施
・特に改造・修理等の非定常作業におけるリスクアセスメント等の徹底、特殊化学設備に対す
　る過去のリスクアセスメント等の確認等

（３）陸上貨物運送事業における労働災害防止対策の推進

（４）第三次産業における労働災害防止対策

（５）林業の労働災害防止対策

（６）石油コンビナート等における爆発・火災災害防止対策


